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「決める政治？」で国会閉会(6月22日）
　6月末に安倍内閣が閣議決定をしたいわゆる「骨太の方針」につ
いて、地方税も含めた法人税の実効税率を現状の約35%から20%台へ
と数年で引き下げる目標が盛り込まれています。
　赤字国債の発行残高が積み上がる現状で法人税率を引き下げるこ
とによりその代替財源を確保しなければならず、そのために現在検
討されているのが、中小企業への負担増加策です。法人税のほとん
どが大企業に集中しており、大企業に対する優遇分を穴埋めするた
めに、外形標準課税の対象(現状、資本金1億円超が対象)を拡大し、
景気回復半ばで、まだ赤字経営を続けざるをえない、中小企業に負
担を求めることが検討されています。
　またこの他にも、パートタイムの女性がこの制度のため、働く時
間を調整していると言われる、いわゆる「103万円の壁」と言われ
る、配偶者控除の見直しも検討されています。
　また、自民党内では、新たに携帯電話に対する課税が検討されて
います。6月18日には有志議員によって携帯電話への課税を検討す
る議員連盟「携帯電話問題懇話会」が設立されています。現在、諸
外国に比べ、日本の携帯電話の料金は高い理由は電波利用料が利用
者負担として、上乗せされています。電波利用料という形で、間接
的に利用者が税金を負担している現状にも関わらず、新たに課税さ
れることにより、日本の携帯電話料金はさらに高くなります。携帯
電話への課税するのであれば、これまでたけまさ公一議員が取り組
んできた、電波のオークション制度をさらに進めなければなりませ
ん。
 「決める政治」と言われ過去10年で最高の法案成立率と言われた
通常国会でしたが、19本の法案をいっしょくたにした「医療介護総
合法案」のような荒っぽい審議のやり方。また、6月末の「日本再
興戦略（成長戦略）」で国家戦略特区での外国人家事労働の受け入
れを決め」、さらに年収1000万円以上の皆さんの残業代ゼロも決め
ています。とりわけ、7月1日には「集団的自衛権行使容認の閣議決
定」を行っています。しかし、これらは国会の議論や国民の皆さま
への説明は後回し、一部閣僚間の議論で与党内の議論も生煮え、あ
るいはほとんど行われないままの「決める政治」で総理や閣僚が外
国人首脳に先に説明を行うことを国民の皆さまは本当に望んでいた

　たけまさ公一議員は、衆議院憲法審査会の海外派遣で、ギリシャ、
ポルトガル、スペインの三カ国を副団長として視察訪問しました。
各国で、憲法改正手続き、憲法裁判所、国民投票、環境条項、緊急
事態条項、財政規律条項に加え、高校での憲法教育などの聞き取り
調査を行ってきました。財政再建については、ＥＵ（ヨーロッパ連
合）財政協定に則り、憲法改正、法律改正を行い三ケ国が財政再建
に取り組んでいることは、日本にとっても参考になると強く考えま
す。特に、スペインでは2011年に財政健全化条項の挿入という憲法
改正まで行いました。
　これら三か国はそれぞれ近年まで独裁政権が続いていたため、新
憲法成立が1970年代であったことから、「憲法改正や国民投票」に
は実は慎重であることも垣間見ました。くわえて、環境条項では、
ポルトガルが憲法制定時から「環境権と環境保全義務」を明記した
こと、緊急事態条項ではギリシャで「例外的な事態における立法的
な内容の命令」がリーマンショック後の経済危機時に多発されたこ
とも注目されます。秋の臨時国会で、視察調査報告を行い、衆議院
憲法審査会での議論を行っていきたいと思います。

　民主党は7月31日には114名の国会議員の内95名が参加し、両院議
員懇談会を開催しました。各メディアで代表選挙の前倒しについて、
取り沙汰されていましたが、代表選挙の「前倒し」と、「必要なし」
という意見でほぼ二分される形で、約3時間半の議論が続きました
が、海江田代表からは引き続き、代表続投の表明がされました。
　この懇談会の中で、「厚く、豊かな中間層の再生」と「地域経済
の再生」の２本柱を基本に据えた、アベノミクスに対抗できる「民
主党の経済政策」が取りまとめられたことなどの報告もあり、今後、
予定されている沖縄、福島の知事選挙、また来年春の統一地方選挙
に向け、また、安倍政権への対立軸として、その受け皿となる野党
第一党としての役割を担うべく、党の立て直しをしっかりと行って
いきます。

民主党両院議員懇談会(7月31日)

憲法審査会での欧州視察（7月16～26日）

のでしょうか。臨時国会の早期開催と国会での説明責任を果たすこ
とを政府与党に求めます。


